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中間評価票（案） 

（平成３０年８月現在） 

１．課題名 静粛超音速機統合設計技術の研究開発 

中間評価結果(第 57 回委員会時点案) 中間評価結果(第 57 回委員会後修正案) コメント等 

２．研究開発計画との関係 ２．研究開発計画との関係  

施策目標：国家戦略上重要な基幹技術の推進 

 

大目標（概要）： 

航空科学技術は、産業競争力の強化、経済・社会

的課題への対応に加えて、我が国の存立基盤を確固

たるものとするものであり、更なる大きな価値を生

み出す国家戦略上重要な科学技術として位置付けら

れるため、長期的視野に立って継続して強化してい

く。 

 

中目標（概要）： 

航空科学技術について、我が国産業の振興、国際

競争力強化に資するため、社会からの要請に応える

研究開発、次世代を切り開く先進技術の研究開発及

び航空産業の持続的発展につながる基盤技術の研究

開発を推進する。 

 

重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)： 

次世代を切り開く先進技術である、静粛超音速機

施策目標：国家戦略上重要な基幹技術の推進 

 

大目標（概要）： 

航空科学技術は、産業競争力の強化、経済・社会

的課題への対応に加えて、我が国の存立基盤を確固

たるものとするものであり、更なる大きな価値を生

み出す国家戦略上重要な科学技術として位置付けら

れるため、長期的視野に立って継続して強化してい

く。 

 

中目標（概要）： 

航空科学技術について、我が国産業の振興、国際

競争力強化に資するため、社会からの要請に応える

研究開発、次世代を切り開く先進技術の研究開発及

び航空産業の持続的発展につながる基盤技術の研究

開発を推進する。 

 

重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)： 

次世代を切り開く先進技術である、静粛超音速機
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統合設計技術の研究開発を行う。これまでの研究開

発で培った国際的優位性を拡大させるために、飛行

実証された抵抗低減設計技術や低ソニックブーム設

計技術を核として、超音速機の実現成立性を実証す

ることを目指す。このために、想定されるソニック

ブーム基準と強化された空港騒音基準を満足し、か

つ経済性にも優れた超音速機実現の鍵となる技術の

要素技術研究開発を進めるとともに、個別要素技術

を実機システムへ適用して有効性を確認するシステ

ム設計研究を行い、低ソニックブーム／低抵抗／低

騒音／軽量化に対する技術目標を同時に満たす機体

設計技術を獲得する。これらの技術については飛行

実証も視野に入れた技術実証構想を産業界と連携し

て策定する。あわせて、民間超音速機実現の鍵とな

る陸地上空の超音速飛行に必要な国際民間航空機関

（ICAO）における国際基準策定に貢献する。 

 

本課題が関係するアウトプット指標： 

（1） 航空科学技術の研究開発の達成状況（JAXA

が実施している共同/委託/受託研究数の観

点も含む） 

本課題が関係するアウトカム指標： 

（1） 航空科学技術の研究開発における連携数

（JAXA と企業等との共同/受託研究数） 

（2） 航空科学技術の研究開発の成果利用数（JAXA

保有の知的財産（特許、技術情報、プログラ
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発で培った国際的優位性を拡大させるために、飛行

実証された抵抗低減設計技術や低ソニックブーム設
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ム/著作権）の供与数） 

（3） 航空分野の技術の国内外の標準化、基準の高

度化等への貢献 

ム/著作権）の供与数） 

（3） 航空分野の技術の国内外の標準化、基準の高

度化等への貢献 

３．評価結果 ３．評価結果  

（１）課題の進捗状況 （１）課題の進捗状況  

本研究開発は、従前の研究開発成果（低ソニッ

クブーム※１及び低抵抗技術）を踏まえ、超音速機

が民間機として成立するための４つの鍵技術（低

ソニックブーム／低離着陸騒音／低抵抗／軽量

化）を同時に成立させる機体設計技術を獲得し、

実証するために、平成 28年度より開始されたもの

である。 

目標達成に向けて、以下を活動の柱として研究

開発が進められている。 

○民間超音速機実現に必要な国際基準策定への貢

献 

 

 

○小型超音速旅客機国際共同開発における競争力

強化に向けた産学官一体の研究開発体制の構

築及び技術実証計画の立案 

 

 

 

本研究開発は、従前の研究開発成果（低ソニッ

クブーム※１及び低抵抗技術）を踏まえ、超音速機

が民間機として成立するための４つの鍵技術（低

ソニックブーム／低離着陸騒音／低抵抗／軽量

化）を同時に成立させる機体設計技術を獲得する

ために、平成 28年度より開始されたものである。 

 

目標達成に向けて、以下を活動の柱として研究

開発が進められている。 

○民間超音速機実現に必要な国際基準策定への貢

献 

ICAO での基準策定に向けた活動に各国の機

関と連携しつつ貢献する。 

○小型超音速旅客機国際共同開発における競争力

強化に向けた産学官一体の研究開発体制の構

築及び技術実証計画の立案 

本研究開発課題終了後、実証機による実証プ

ロジェクトに移れるよう、産学官一体の体制の

もと実証機の概念検討、実証計画の立案を実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冨井委員： 

ロードマップのようなものがあっ

たほうが、本研究開発の位置づけが

分かりやすいのではないか。＜第 57

回委員会まで＞ 

→ご指摘を踏まえ、本研究開発期間

中に実施する計画を具体的に記

載しました。 
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○鍵技術ごとの技術目標達成のための要素技術研

究の更なる推進 

 

 

 

 

 

国際基準策定への貢献として、以下をはじめと

した国際民間航空機関（ICAO）※２等における民間

超音速機実現に向けた重要課題の解決のための活

動に参画している。 

・陸地上空での超音速飛行を可能とするためのソ

ニックブーム基準策定検討に対し、技術アドバ

イザとして技術的な支援を実施 

・離着陸騒音基準策定に対し、JAXA が開発した騒

音評価技術を用いて技術的検討に参画 

・国際基準策定を念頭に置いた研究を米国 NASA

と共同で実施 

 

産学官を一体化した研究開発体制の構築のた

め、以下が推進されている。 

・JAXA、メーカー、大学等で構成された超音速ビ

ジネスジェット機設計検討チームにおいて技

術的な役割で貢献 

・平成 28 年度開始の公募型研究により、民間側

する。 

○鍵技術ごとの技術目標達成のための要素技術研

究の更なる推進 

４つの鍵技術に対する目標が同時に達成され

るよう各鍵技術の高度化を図り、これをシミュ

レーション及び風洞実験や要素実験により実証

する。 

 

国際基準策定への貢献として、以下をはじめと

した国際民間航空機関（ICAO）※２等における民間

超音速機実現に向けた重要課題の解決のための活

動に参画している。 

・陸域上空での超音速飛行を可能とするためのソ

ニックブーム基準策定検討に対し、技術アドバ

イザとして技術的な支援を実施 

・離着陸騒音基準策定に対し、JAXA が開発した騒

音評価技術を用いて技術的検討に参画 

・国際基準策定を念頭に置いた研究を米国 NASA

と共同で実施 

 

産学官を一体化した研究開発体制の構築のた

め、以下が推進されている。 

・JAXA、メーカー、大学等で構成された超音速ビ

ジネスジェット機設計検討チームにおいて技

術的な役割で貢献 

・平成 28 年度開始の公募型研究により、民間側

 

佐藤委員： 

目標に対してどこまで実施したの

かがわかるような書き方の方がよ

いのではないか。＜第 57 回委員会

まで＞ 

→ご指摘を踏まえ、本研究開発期間

中に実施する計画を具体的に記

載しました。 
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からの研究費負担を得たうえで機体／推進系

統合設計技術及び離着陸騒音低減設計技術関

連の共同研究を実施 

鍵技術の実証計画の立案に関しては、平成 29

年度に航空機メーカーに飛行実証機の概念検討を

委託しており、実証構想を具体化すべく平成 30

年度も引き続き概念検討が進められている。 

 

要素技術研究について、低ソニックブームと低

離着陸騒音に関しては、陸域でも超音速飛行が可

能となるよう ICAO における騒音基準策定の議論

を参考として技術目標を設定し、低抵抗と軽量化

についてはアジア圏をノンストップで到達できる

航続距離の達成を目指した技術目標を設定して研

究開発が進められており、各技術課題に関して以

下の成果が得られている。 

① 低ソニックブーム技術に関しては、D-SEND※３

プロジェクトで飛行実証した低ソニックブー

ム設計コンセプトを、エンジンを搭載した実機

の設計に適用した。その結果、技術参照機体と

して定義した 50 人乗りクラスの小型超音速旅

客機概念設計に適用し、技術目標達成の見通し

が得られている。なお、これに伴い新たに 2件

の特許出願が行われている。 

② 離着陸騒音低減技術に関しては、2017 年から強

化された新たな騒音基準（ICAO Chapter 14）

からの研究費負担を得たうえで機体／推進系

統合設計技術及び離着陸騒音低減設計技術関

連の共同研究を実施 

鍵技術の実証計画の立案に関しては、平成 29

年度に航空機メーカーとともに飛行実証機の概念

検討を実施し、複数の候補エンジンを対象に異な

るスケールの機体の成立性を評価した。 

 

要素技術研究について、低ソニックブームと低

離着陸騒音に関しては、陸域でも超音速飛行が可

能となるよう ICAO における騒音基準策定の議論

を参考として技術目標を設定し、低抵抗と軽量化

についてはアジア圏をノンストップで到達できる

航続距離の達成を目指した技術目標を設定して研

究開発が進められており、各技術課題に関して、

これまでに以下の成果が得られている。 

① 低ソニックブーム技術に関しては、D-SEND※３

プロジェクトで飛行実証した低ソニックブー

ム設計コンセプトを、エンジンを搭載した実機

の設計に適用した。その結果、技術参照機体と

して定義した 50 人乗りクラスの小型超音速旅

客機概念設計に適用し、技術目標達成の見通し

が得られている。なお、これに伴い新たに 2件

の特許出願が行われている。 

② 離着陸騒音低減技術に関しては、2017 年から強

化された新たな騒音基準（ICAO Chapter 14）

 

武市委員： 

民間からの研究費負担を得たこと

は大きな進展と捉えることが出来

るが、その金額の年間予算の 4.4 億

円に対する割合と、事後評価までの

増加量は重要な評価ポイント。民間

の負担額の公表は難しいと考える

が、評価を可能とする何らかの工夫

は必須。＜第 57回委員会後＞ 

→要素技術の研究段階から民間に

対し技術移転をする土台を構築

してくことは重要であると考え

ております。現時点においても

JAXA と企業との共同研究数等を

アウトカム指標としております

が、共同研究の進展などの内容面

から成果を報告するなど対応の

工夫を検討してまいります。 
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に適合することを技術目標に掲げ、要素技術と

して JAXA が特許を有している可変低騒音ノズ

ルの研究開発が進められている。平成 29 年度

には研究用エンジンを用いた屋外騒音計測試

験を実施してその騒音低減効果が確認されて

いる。また、超音速機の離着陸騒音に大きく影

響する低速空力性能向上のため、主翼平面形設

計技術や高揚力装置最適設計技術の研究開発

を進めるとともに、推算された空力特性とエン

ジン性能をもとに離着陸騒音を評価し、騒音を

低減する離陸経路の検討を実施しており、それ

ら技術成果の積み上げにより技術目標達成の

見通しが得られている。 

③ 抵抗低減技術に関しては、上記の低ソニックブ

ーム／低離着陸騒音の要求を満たした上で巡

航性能を向上させるための技術として、搭載す

る推進系統の影響を考慮した統合設計技術の

研究開発を進めた。また、小型超音速実験機に

よるプロジェクト（NEXST※４プロジェクト）で

飛行実証した自然層流翼設計技術を高度化し、

翼厚の拘束等も考慮した上で実機相当の高レ

イノルズ数で自然層流翼を実現する主翼表面

圧力分布設定手法を考案し、NASA との共同研究

において解析的に設計効果を示している。 

④ 軽量化に関しては、超音速機の主翼に複合材料

を適用する最適構造設計技術の研究開発を進

に適合することを技術目標に掲げ、要素技術と

して JAXA が特許を有している可変低騒音ノズ

ルの研究開発が進められている。平成 29 年度

には研究用エンジンを用いた屋外騒音計測試

験を実施してその騒音低減効果が確認されて

いる。また、超音速機の離着陸騒音に大きく影

響する低速空力性能向上のため、主翼平面形設

計技術や高揚力装置最適設計技術の研究開発

を進めるとともに、推算された空力特性とエン

ジン性能をもとに離着陸騒音を評価し、騒音を

低減する離陸経路の検討を実施しており、それ

ら技術成果の積み上げにより技術目標達成の

見通しが得られている。 

③ 抵抗低減技術に関しては、上記の低ソニックブ

ーム／低離着陸騒音の要求を満たした上で巡

航性能を向上させるための技術として、搭載す

る推進系統の影響を考慮した統合設計技術の

研究開発を進めた。また、小型超音速実験機に

よるプロジェクト（NEXST※４プロジェクト）で

飛行実証した自然層流翼設計技術を高度化し、

翼厚の拘束等も考慮した上で実機相当の高レ

イノルズ数で自然層流翼を実現する主翼表面

圧力分布設定手法を考案し、NASA との共同研究

において解析的に設計効果を示している。 

④ 軽量化に関しては、超音速機の主翼に複合材料

を適用する最適構造設計技術の研究開発を進
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め、複合材の配向角や板厚の自由度を増した最

適設計により前フェーズ（S3※５）での設計結果

よりも主翼重量を軽量化する設計法が得られ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

※１：超音速機が発生する衝撃波が地上に到達す

ることにより観測される騒音 

※２：国際民間航空機関（ICAO:International 

Civil Aviation Organization） 

※３：低ソニックブーム設計概念実証プロジェク

ト （ D-SEND ： Drop test for Simplified 

Evaluation of Nonsymmetrically Distributed 

sonic-boom）で、静粛超音速機技術の研究開発

（S3、2006-15）の一環として進められたプロジ

ェクト 

※４：次世代超音速機技術の研究（NEXST：National 

EXperimental Supersonic Transport 、

1997-2005） 

※５：「Silent Super Sonic Technology（静粛超

音速機技術）」 

め、複合材の配向角や板厚の自由度を増した最

適設計により前フェーズ（S3※５）での設計結果

よりも主翼重量を軽量化する設計法が得られ

ている。 

 

計画は予定どおりに進んでおり、今後は、国

際基準策定に向けた活動に対する貢献の継続、

飛行実証機に関する候補エンジンを絞り込んで

のより詳細な概念検討、風洞実験等による要素

技術の確認等に取り組むこととしている。 

 

※１：超音速機が発生する衝撃波が地上に到達す

ることにより観測される騒音 

※２：国際民間航空機関（ICAO:International 

Civil Aviation Organization） 

※３：低ソニックブーム設計概念実証プロジェク

ト （ D-SEND ： Drop test for Simplified 

Evaluation of Nonsymmetrically Distributed 

sonic-boom）で、静粛超音速機技術の研究開発

（S3、2006-15）の一環として進められたプロジ

ェクト 

※４：次世代超音速機技術の研究（NEXST：National 

EXperimental Supersonic Transport 、

1997-2005） 

※５：「Silent Super Sonic Technology（静粛超

音速機技術）」 

 

 

 

 

 

佐藤委員： 

計画が予定とおり順調に進んでい

るのか判断できないので、「計画は

予定通りに進んでおり」（または、

順調でなければ、「〇〇の点で課題

があり」）ということを記載したほ

うが良いのではないか。＜第 57 回

委員会後＞ 

→ご指摘のとおり修正いたしまし

た。 
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（２）各観点の再評価 （２）各観点の再評価  

＜必要性＞ ＜必要性＞  

（事前評価結果） 

【科学的・技術的意義】 

超音速機が実現するためには、コンコルド開発

で明確になった離着陸時と超音速巡航時の騒音が

大きいという環境適合性の問題と、抵抗が大きく

機体重量も重いことから航続距離が短いという運

用時の経済性の問題を解決する必要がある。これ

までJAXAではNEXSTプロジェクトにおいて抵抗低

減技術を獲得し、D-SEND プロジェクトにおいて超

音速巡航時の騒音低減を実現するソニックブーム

低減コンセプトを世界に先駆けて実証してきたと

ころである。D-SEND において培われたソニックブ

ーム低減コンセプトの優位性を生かして超音速機

を実現するためには、D-SEND において考慮されて

いなかった離着陸時騒音低減、機体軽量化、低抵

抗化の諸点も加味したシステム実証が必要であ

る。 

本研究開発では、NEXST で飛行実証した抵抗低

減技術、及び D-SEND で飛行実証したソニックブー

ム低減設計コンセプトを核として、低ソニックブ

ーム、低離着陸騒音、抵抗低減技術、軽量化の 4

つの技術目標を同時に満たす機体コンセプトの技

術的な成立性を示すために独創的な要素技術開発

（事前評価結果） 

【科学的・技術的意義】 

超音速機が実現するためには、コンコルド開発

で明確になった離着陸時と超音速巡航時の騒音が

大きいという環境適合性の問題と、抵抗が大きく

機体重量も重いことから航続距離が短いという運

用時の経済性の問題を解決する必要がある。これ

までJAXAではNEXSTプロジェクトにおいて抵抗低

減技術を獲得し、D-SEND プロジェクトにおいて超

音速巡航時の騒音低減を実現するソニックブーム

低減コンセプトを世界に先駆けて実証してきたと

ころである。D-SEND において培われたソニックブ

ーム低減コンセプトの優位性を生かして超音速機

を実現するためには、D-SEND において考慮されて

いなかった離着陸時騒音低減、機体軽量化、低抵

抗化の諸点も加味したシステム実証が必要であ

る。 

本研究開発では、NEXST で飛行実証した抵抗低

減技術、及び D-SEND で飛行実証したソニックブー

ム低減設計コンセプトを核として、低ソニックブ

ーム、低離着陸騒音、抵抗低減技術、軽量化の 4

つの技術目標を同時に満たす機体コンセプトの技

術的な成立性を示すために独創的な要素技術開発
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とそれらを機体に適用するための統合設計技術を

獲得することを目的としており、これは世界に先

駆けて取り組む先進的な研究開発であり、科学

的・技術的意義があると判断する。 

なお、4 つの技術目標は低ソニックブームと低

離着陸騒音については国際的な基準に適合するこ

とを目標としており、低抵抗と軽量化については

アジア圏をノンストップで到達できる航続距離を

達成する目標としている。 

① 低ソニックブームの目標を達成するためには、

D-SEND で実証されたコンセプトを、エンジンを

取り付けた機体に適用して、ソニックブーム低

減効果を示すことが求められる。その際に国際

的な基準に適合するよう、機体とエンジンの統

合技術を開発しソニックブーム低減効果が

D-SEND 実証より低減しない技術の研究開発が

必要である。 

② 低離着陸騒音の目標を達成するためには、一つ

にエンジンの騒音を下げることが求められ、超

音速機特有の推進系の形態においても排気ジ

ェットの騒音を低減できるような要素技術の

研究開発が必要である。 

③ 低抵抗の目標を達成するためにはNEXSTで実証

された抵抗低減技術を、エンジンを取り付けた

機体に適用して、抵抗低減効果を示す技術開発

が求められる。さらに、超音速機の特徴である

とそれらを機体に適用するための統合設計技術を

獲得することを目的としており、これは世界に先

駆けて取り組む先進的な研究開発であり、科学

的・技術的意義があると判断する。 

なお、4 つの技術目標は低ソニックブームと低

離着陸騒音については国際的な基準に適合するこ

とを目標としており、低抵抗と軽量化については

アジア圏をノンストップで到達できる航続距離を

達成する目標としている。 

① 低ソニックブームの目標を達成するためには、

D-SEND で実証されたコンセプトを、エンジンを

取り付けた機体に適用して、ソニックブーム低

減効果を示すことが求められる。その際に国際

的な基準に適合するよう、機体とエンジンの統

合技術を開発しソニックブーム低減効果が

D-SEND 実証より低減しない技術の研究開発が

必要である。 

② 低離着陸騒音の目標を達成するためには、一つ

にエンジンの騒音を下げることが求められ、超

音速機特有の推進系の形態においても排気ジ

ェットの騒音を低減できるような要素技術の

研究開発が必要である。 

③ 低抵抗の目標を達成するためにはNEXSTで実証

された抵抗低減技術を、エンジンを取り付けた

機体に適用して、抵抗低減効果を示す技術開発

が求められる。さらに、超音速機の特徴である
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亜音速機に比べて相対的に大きなエンジンが

取り付けられることや一般的に抵抗が増加す

るソニックブームを低減する機体形状である

ことを考慮しても抵抗低減を可能とする機体

とエンジンの形状最適化設計技術の研究開発

が必要である。 

④ 軽量化の目標を達成するためには、亜音速機に

比べて薄い翼でも軽量化の効果を発揮できる

複合材構造設計技術の研究開発が必要である。 

 

【社会的・経済的意義】 

社会的・経済的意義の一つとして本研究開発は

超音速旅客機の実現を目指したものであることが

あげられる。超音速旅客機の実現は多様化する将

来航空輸送ニーズの中で長距離移動にかかる時間

の短縮化へ対応するものであり、陸域が飛行可能

であれば、航空機製造産業やエアラインのみなら

ず、商業、観光等の発展に寄与し、高い経済効果

が見込まれる※6。また、超音速旅客機が我が国に

導入された場合には、経済成長著しいアジア諸都

市が日帰り交流圏に入ることとなり経済活動の拡

大が期待できる。一方で、本研究開発の技術目標

には ICAO の CO2 排出基準策定で議論されている

CO2 排出の指標である航続距離が目標として設定

されているため、騒音に加えて CO2 排出に関する

環境適合性への配慮、またコンコルド時代からの

亜音速機に比べて相対的に大きなエンジンが

取り付けられることや一般的に抵抗が増加す

るソニックブームを低減する機体形状である

ことを考慮しても抵抗低減を可能とする機体

とエンジンの形状最適化設計技術の研究開発

が必要である。 

④ 軽量化の目標を達成するためには、亜音速機に

比べて薄い翼でも軽量化の効果を発揮できる

複合材構造設計技術の研究開発が必要である。 

 

【社会的・経済的意義】 

社会的・経済的意義の一つとして本研究開発は

超音速旅客機の実現を目指したものであることが

あげられる。超音速旅客機の実現は多様化する将

来航空輸送ニーズの中で長距離移動にかかる時間

の短縮化へ対応するものであり、陸域が飛行可能

であれば、航空機製造産業やエアラインのみなら

ず、商業、観光等の発展に寄与し、高い経済効果

が見込まれる※6。また、超音速旅客機が我が国に

導入された場合には、経済成長著しいアジア諸都

市が日帰り交流圏に入ることとなり経済活動の拡

大が期待できる。一方で、本研究開発の技術目標

には ICAO の CO2 排出基準策定で議論されている

CO2 排出の指標である航続距離が目標として設定
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圧倒的な燃費の向上による経済性への配慮に関し

ても同時に取り組む研究開発とすべきである。 

二つ目の社会的・経済的意義として本研究開発

は我が国産業界の国際競争力強化に資するもので

ある。我が国航空産業界の国際競争力が向上する

には、産業界が競合相手に差別化ができるような

高いレベルの要素技術を獲得することと、超音速

機特有の高いレベルの要素技術を統合するシステ

ムインテグレータとしての技術力を獲得すること

としている。 

以上より、本課題は現在開発が進んでいる超音

速ビジネスジェットや将来超音速旅客機実現の鍵

となる低ソニックブーム設計技術の実用化を目指

した課題であり、ICAO での国際基準策定への貢献

と併せて社会的・経済的意義があると判断する。 

 

【国費を用いた研究開発としての意義】 

超音速機の開発は従来の亜音速機開発に比べて

達成しなければならない各要素技術のレベルが高

い。また、統合設計技術については超音速機特有

の要素技術を含めた、空力・構造等の膨大な関連

技術をとりまとめていく必要があることから格段

に開発リスクが高い。また、多額の研究開発投資

が必要となるため、民間メーカーが事業化に乗り

出す前に技術的課題を解決しておく必要があり、

国費を用いた研究開発としての意義がある。なお、

圧倒的な燃費の向上による経済性への配慮に関し

ても同時に取り組む研究開発とすべきである。 

二つ目の社会的・経済的意義として本研究開発

は我が国産業界の国際競争力強化に資するもので

ある。我が国航空産業界の国際競争力が向上する

には、産業界が競合相手に差別化ができるような

高いレベルの要素技術を獲得することと、超音速

機特有の高いレベルの要素技術を統合するシステ

ムインテグレータとしての技術力を獲得すること

としている。 

以上より、本課題は現在開発が進んでいる超音

速ビジネスジェットや将来超音速旅客機実現の鍵

となる低ソニックブーム設計技術の実用化を目指

した課題であり、ICAO での国際基準策定への貢献

と併せて社会的・経済的意義があると判断する。 

 

【国費を用いた研究開発としての意義】 

超音速機の開発は従来の亜音速機開発に比べて

達成しなければならない各要素技術のレベルが高

い。また、統合設計技術については超音速機特有

の要素技術を含めた、空力・構造等の膨大な関連

技術をとりまとめていく必要があることから格段

に開発リスクが高い。また、多額の研究開発投資

が必要となるため、民間メーカーが事業化に乗り

出す前に技術的課題を解決しておく必要があり、

国費を用いた研究開発としての意義がある。なお、
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米国や欧州においても同様に国（NASA、EC/EU）が

中心となり技術研究開発・技術実証計画が進めら

れているところである。 

 

（再評価） 

現在、米国の複数社が 2020 年代半ばの就航を目

指して民間超音速機の開発を進めているが、いず

れも飛行実証された低ブーム設計技術を有してい

ない。そのため、陸地上空も巡航速度で飛行可能

とする低ソニックブーム設計技術には、依然とし

て JAXA に技術的な優位性があると言えるととも

に、多額の研究開発投資が必要となるため国費で

の研究開発による技術課題の解決が必要である。

なお、陸地上空超音速飛行に向けたソニックブー

ムの国際基準策定は引き続き ICAO で進められて

いるところであり、JAXA は先進的知見を生かして

当該活動への貢献も行っている。以上から、本研

究開発の科学的・技術的意義、国費を用いた研究

開発としての意義は引き続き高いと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

米国や欧州においても同様に国（NASA、EC/EU）が

中心となり技術研究開発・技術実証計画が進めら

れているところである。 

 

（再評価） 

現在、超音速機の開発は、低ブーム設計技術を

要しない海域上空のみ超音速飛行を行う機体の実

機開発と、低ブーム設計技術を要する陸域上空で

の超音速飛行を行う機体の研究開発がそれぞれ進

んでいる。 

前者については、米国の複数社が 2020 年代半ば

の就航を目指して民間超音速機の開発を進めてお

り、運航者がこれに出資している状況を踏まえる

と、海域上空のみの超音速飛行であっても十分な

移動時間短縮のニーズがあると判断されたと考え

られ、移動時間短縮の社会的要求は引き続き高い

と考えられる。後者については、ソニックブーム

の国際基準策定が引き続き ICAO で進められてお

り、これに係る技術開発を日米欧が公的資金を投

じて進めているところ。 

陸域上空も巡航速度で飛行可能とする低ソニッ

クブーム設計技術を含む技術開発は更なる移動時

間の短縮につながることから社会的な価値が大き

いと考えられる。一方で、技術リスクが高く多額

の研究開発投資が必要となるため国費での研究開

発による技術課題の解決が必要である。 

 

 

 

 

 

李家主査： 

何故低ソニックブーム設計がされ

ていなくても機体が米国で開発さ

れようとしているのか（何故低ブー

ムでなくても許されるのか）の背景

を簡潔にコメントしたほうがよい。

＜第 57 回委員会後＞ 

→ご指摘を踏まえ、修正いたしまし

た。 

 

武市委員： 

米国で開発中の機体が低ブーム設

計技術を持たない理由の説明があ

ると本研究課題の必然性をより明

確に説明できるのではないか。 

これらの開発に対して、JAXA が低ブ

ーム技術の知財の所有者として協

力することも、低ブーム超音速旅客

機の実現までの近道として選択肢

になるのではないか。＜第 57 回委

員会後＞ 
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先述の米国社による機体開発のうち、米国デン

バーを本拠地とするブーム・テクノロジー（BOOM）

社の 50 席級超音速旅客機の開発に対し、平成 29

年 12 月に日本航空（JAL）が約 11億円を出資し、

事業者の観点からサポートを行う一方、20 機分の

優先発注権を獲得したと発表した。その際のプレ

スリリースでは、「航空機による『移動時間の短縮』

には大きな価値があり、その可能性に対する BOOM

の挑戦を JAL は定期航空運送事業者の観点からサ

ポートし、その実現による顧客価値向上」を目指

すとしている。また同じく平成 29 年 12 月には、

米国リノを本拠地とし最大 12 席の超音速ビジネ

スジェット AS2 を開発しているエアリオン

（Aerion）社は、ロッキード・マーティン社と同

機の設計・認証・製造に関して共同開発の検討を

進めると発表するとともに、同機のエンジンに関

して、GE エアロスペース社と共同で検討を進めて

いることを発表した。このように本研究開発が目

指す超音速旅客機実現に向けた開発機運は高まっ

てきており、本研究開発の社会的・経済的意義は

さらに高まっているといえる。 

これらの動向からも超音速機の時間短縮効果を

最大化する低ソニックブーム設計技術等本研究開

以上から、本研究開発の科学的・技術的意義、

社会的・経済的意義、国費を用いた研究開発とし

ての意義は引き続き高いと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→前段についてはご指摘を踏まえ、

修正いたしました。後段について

は３．（４）その他に反映しまし

た。 
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発の必要性は維持されているものと判断する。 

 

※6: 世界の GDP の約 1.5%に相当する 40 兆円/年

の経済効果（日本航空宇宙工業会調べ） 

 

 

※6: 世界の GDP の約 1.5%に相当する 40 兆円/年

の経済効果（日本航空宇宙工業会調べ） 

＜有効性＞ ＜有効性＞  

（事前評価結果） 

【研究開発の質の向上への貢献】 

本課題への取組みでは、静粛超音速機技術の研

究開発（S3）で設定した超音速旅客機実現に向け

た 4つの技術目標に対して、ICAO で検討が進んで

いるソニックブーム基準策定動向および 2017 年

から強化される新たな離着陸騒音基準（ICAO 

Chapter 14）に対応すべく技術目標を詳細化する。

相反する要求であるこれら 4 つの超音速機特有の

技術目標（低ソニックブーム／低離着陸騒音／低

抵抗／軽量化）を同時に満たすべく、鍵となる技

術の実証レベルとシステム統合度の双方を高めな

がら本課題を解決することによって、S3 の成果の

技術レベル向上が期待される。 

 

【行政施策への貢献や寄与の程度】 

本課題では、NEXST により実証された抵抗低減

技術と D-SEND プロジェクトで獲得されたソニッ

クブーム低減コンセプトを核に静粛超音速機技術

の研究開発（S3）で開発した要素技術の統合レベ

ルを向上させるシステム設計技術研究を進める。

（事前評価結果） 

【研究開発の質の向上への貢献】 

本課題への取組みでは、静粛超音速機技術の研

究開発（S3）で設定した超音速旅客機実現に向け

た 4 つの技術目標に対して、ICAO で検討が進んで

いるソニックブーム基準策定動向および 2017 年

から強化される新たな離着陸騒音基準（ICAO 

Chapter 14）に対応すべく技術目標を詳細化する。

相反する要求であるこれら 4 つの超音速機特有の

技術目標（低ソニックブーム／低離着陸騒音／低

抵抗／軽量化）を同時に満たすべく、鍵となる技

術の実証レベルとシステム統合度の双方を高めな

がら本課題を解決することによって、S3 の成果の

技術レベル向上が期待される。 

 

【行政施策への貢献や寄与の程度】 

本課題では、NEXST により実証された抵抗低減

技術と D-SEND プロジェクトで獲得されたソニッ

クブーム低減コンセプトを核に静粛超音速機技術

の研究開発（S3）で開発した要素技術の統合レベ

ルを向上させるシステム設計技術研究を進める。
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併せて、最終的な民間への技術移転に必要な技術

成熟度（TRL※7）達成に向けた技術実証計画の立案

を行う。この際、製造産業、エアライン、シンク

タンク等を含む産官学連携体制を構築する。これ

は、平成 26 年度に文部科学省次世代航空科学技術

タスクフォースがとりまとめた「戦略的次世代航

空機研究開発ビジョン」で提言されている超音速

旅客機市場開拓のために推進すべき我が国優位技

術の実証プログラムにつながるものであり、ビジ

ョンが掲げる 2040 年代の超音速旅客機実現に資

するものであると考える。 

 

【見込まれる直接・間接の成果・効果や波及効果の

内容】 

直接の成果は 4 つの技術目標を同時に満足する

ことを技術的に示すことのできる統合設計技術と

それを実現する要素技術の獲得である。また、ICAO

におけるソニックブーム基準策定への技術貢献に

より、基準策定の議論が加速されること、さらに

将来に向けて構築される産官学一体の体制とその

体制で検討される技術実証構想結果が挙げられ

る。 

間接の成果としては数値解析技術のような解析

技術、風洞試験やエンジン試験等の試験／計測技

術、最適化を含む設計／評価技術等のレベル向上

や機能拡大等が挙げられる。 

併せて、最終的な民間への技術移転に必要な技術

成熟度（TRL※7）達成に向けた技術実証計画の立案

を行う。この際、製造産業、エアライン、シンク

タンク等を含む産官学連携体制を構築する。これ

は、平成 26 年度に文部科学省次世代航空科学技術

タスクフォースがとりまとめた「戦略的次世代航

空機研究開発ビジョン」で提言されている超音速

旅客機市場開拓のために推進すべき我が国優位技

術の実証プログラムにつながるものであり、ビジ

ョンが掲げる 2040 年代の超音速旅客機実現に資

するものであると考える。 

 

【見込まれる直接・間接の成果・効果や波及効果の

内容】 

直接の成果は 4 つの技術目標を同時に満足する

ことを技術的に示すことのできる統合設計技術と

それを実現する要素技術の獲得である。また、ICAO

におけるソニックブーム基準策定への技術貢献に

より、基準策定の議論が加速されること、さらに

将来に向けて構築される産官学一体の体制とその

体制で検討される技術実証構想結果が挙げられ

る。 

間接の成果としては数値解析技術のような解析

技術、風洞試験やエンジン試験等の試験／計測技

術、最適化を含む設計／評価技術等のレベル向上

や機能拡大等が挙げられる。 
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これらの成果の波及効果として、わが国産業界

に向けては前項【社会的・経済的意義】で記載さ

れているように国際競争力の土台になることが期

待される。また、学界に向けては、超音速機に関

する将来の技術目標を示すことで空力、推進、構

造分野を専門とする多くの研究者の研究の方向性

を合わせ、研究者間の交流や議論が活性化するも

のと考えられ、超音速機以外への技術波及効果を

含めわが国の研究レベルが向上することが期待さ

れる。さらに先進的な研究成果を海外に向けて発

信して行くことで、日本の技術水準の高さを世界

にアピールできると考えられる。 

 

（再評価） 

平成28年 2月に開催されたICAO第 10回環境保

全委員会（CAEP10）では、これまで検討してきた

ソニックブーム基準に加えて、民間超音速機の離

着陸騒音基準についても検討を開始することが決

められ、離着陸騒音検討サブグループが立ち上が

った。当該サブグループでは 2017 年から強化され

た亜音速旅客機に対する新たな離着陸騒音基準

（ICAO Chapter 14）を超音速機に適用することの

技術的妥当性について議論されている。また、米

国の複数社が 2020 年代半ばの就航を目指して民

間超音速機の開発を開始しているが、いずれも飛

行実証された低ブーム設計技術を有していない。

これらの成果の波及効果として、わが国産業界

に向けては前項【社会的・経済的意義】で記載さ

れているように国際競争力の土台になることが期

待される。また、学界に向けては、超音速機に関

する将来の技術目標を示すことで空力、推進、構

造分野を専門とする多くの研究者の研究の方向性

を合わせ、研究者間の交流や議論が活性化するも

のと考えられ、超音速機以外への技術波及効果を

含めわが国の研究レベルが向上することが期待さ

れる。さらに先進的な研究成果を海外に向けて発

信して行くことで、日本の技術水準の高さを世界

にアピールできると考えられる。 

 

（再評価） 

現在、超音速機の開発は、低ブーム設計技術を

要しない海域上空のみ超音速飛行を行う機体の実

機開発と、低ブーム設計技術を要する陸域上空で

の超音速飛行を行う機体の研究開発が並行して進

んでいる。 

前者については、米国の複数社が 2020 年代半ば

の就航を目指して民間超音速機の開発を進めてお

り、運航者がこれに出資している状況を踏まえる

と、海域上空のみの超音速飛行であっても十分な

移動時間短縮のニーズがあると判断されたと考え

られ、移動時間短縮の社会的要求は引き続き高い

と考えられる。そのため、陸域上空も巡航速度で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武市委員： 

この項目も「必要性」の項目と同様

の趣旨に修正いただきたい。＜第 57

回委員会後＞ 

→必要性の項目と同様の趣旨で修

正いたしました。また、最後の部

分に委員ご指摘の我が国企業が

世界に遅れを取らずに参画する

ための連携強化について言及い

たしました。 
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そのため、陸地上空も巡航速度で飛行可能とする

低ソニックブーム設計技術には、依然として JAXA

に技術的な優位性があると言え、「戦略的次世代航

空機研究開発ビジョン」で提言されている超音速

旅客機市場開拓のために推進すべき我が国優位技

術の実証に資するものと言える。以上から、本研

究開発の各技術目標は妥当であり、本研究開発の

目標の有効性は維持されているものと判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飛行可能とする低ソニックブーム設計技術を含む

技術開発は更なる移動時間の短縮につながること

から社会的な価値が大きいと考えられる。一方で、

後者については、ソニックブームの国際基準策定

が引き続き ICAO で進められており、これに係る技

術開発を日米欧が公的資金を投じて進めていると

ころ。 

平成28年 2月に開催されたICAO第 10回環境保

全委員会（CAEP10）では、これまで検討してきた

ソニックブーム基準に加えて、民間超音速機の離

着陸騒音基準についても検討を開始することが決

められ、離着陸騒音検討サブグループが立ち上が

った。一般的に、超音速エンジンはバイパス比が

小さいため、同じ推力を得るには亜音速エンジン

と比較して排気速度を大きくせざるを得ず、離着

陸時の騒音が大きくなる。よって、超音速機は離

着陸騒音基準を満たすことが厳しくなる傾向にあ

る。そのため、当該サブグループでは 2017 年から

強化された亜音速旅客機に対する新たな離着陸騒

音基準（ICAO Chapter 14）を超音速機に適用する

ことの技術的妥当性について議論されている。 

また、海域上空のみを超音速飛行を行う機体に

ついては、いずれも飛行実証された低ブーム設計

技術を有していないことから、陸域上空も巡航速

度で飛行可能とする低ソニックブーム設計技術に

は、依然として JAXA に技術的な優位性があると言

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

李家主査： 

亜音速機に比べて超音速機では離

着陸騒音（特に離陸騒音）が高くな

りやすい（つまり離着陸騒音を満た

すのがより厳しい）という背景を簡

単に追記したほうがよい。＜第 57

回委員会後＞ 

→ご指摘のとおり修正いたしまし

た。 
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※7：技術成熟度（TRL：Technical Readiness 

Level）、開発中の技術が実際に運用されるレベル

にどれだけ近いかを表す指標 

え、「戦略的次世代航空機研究開発ビジョン」で提

言されている超音速旅客機市場開拓のために推進

すべき我が国優位技術の実証に資するものと言え

る。 

以上から、本研究開発の各技術目標は妥当であ

り、本研究開発の目標の有効性は維持されている

ものと判断する。 

なお、陸域上空で超音速飛行が可能な機体の実

機開発に対し、我が国企業の参画を後押しするも

のとなるよう関連企業との連携を強化すべきであ

る。 

 

※7：技術成熟度（TRL：Technical Readiness 

Level）、開発中の技術が実際に運用されるレベル

にどれだけ近いかを表す指標 

 

＜効率性＞ ＜効率性＞  

（事前評価結果） 

【計画・実施体制の妥当性】 

本研究開発は、以下の計画・体制により効率的・

効果的に推進するものとしている。 

 これまで、抵抗低減技術、ソニックブーム低減

技術開発で構築してきた、産学官の連携体制

を、超音速機の実現に向けて取組みを行ってき

た我が国の組織、団体の英知を結集できる体制

へと発展させ、また必要に応じて海外機関との

連携にも取り組む。 

（事前評価結果） 

【計画・実施体制の妥当性】 

本研究開発は、以下の計画・体制により効率的・

効果的に推進するものとしている。 

 これまで、抵抗低減技術、ソニックブーム低減

技術開発で構築してきた、産学官の連携体制

を、超音速機の実現に向けて取組みを行ってき

た我が国の組織、団体の英知を結集できる体制

へと発展させ、また必要に応じて海外機関との

連携にも取り組む。 
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 一定程度の成果を挙げてきた公募型研究制度

も引き続き活用することで体制を強化する。 

 他研究課題と重複する技術課題を避け、4 つの

要素技術についてそれぞれの技術の現状TRLと

目指すべきTRL及び各技術固有の事情等を考慮

した上で、適切なタイミング・手法で技術レベ

ルを向上させることで、研究開発リソースの合

理化に努める。 

 ソニックブーム基準策定への技術貢献につい

ては、米国 NASA 等と連携を取りながら進める。 

 

【費用構造や費用対効果向上方策の妥当性】 

  本研究開発に必要な費用としては、要素技術の

システム統合度向上及び技術実証レベル向上に必

要な要素技術研究開発費用と、技術参照機体とし

ての超音速旅客機を対象とした要素技術の適用・

評価システム設計検討費用、及び技術実証機概念

検討と飛行実証を含む技術実証計画立案費用があ

り、特に技術実証機概念検討にはメーカーの検討

費用等が必要となる。 

このため、費用構造については、本研究開発の

恩恵を受ける産業界などの共同研究相手先もリソ

ースを負担してもらう体制をとることを原則と

し、また、費用対効果向上方策については、産官

学の強みを生かした体制を構築することとしてい

るが、それらの体制については、外部リソースの

 一定程度の成果を挙げてきた公募型研究制度

も引き続き活用することで体制を強化する。 

 他研究課題と重複する技術課題を避け、4 つの

要素技術についてそれぞれの技術の現状TRLと

目指すべきTRL及び各技術固有の事情等を考慮

した上で、適切なタイミング・手法で技術レベ

ルを向上させることで、研究開発リソースの合

理化に努める。 

 ソニックブーム基準策定への技術貢献につい

ては、米国 NASA 等と連携を取りながら進める。 

 

【費用構造や費用対効果向上方策の妥当性】 

  本研究開発に必要な費用としては、要素技術の

システム統合度向上及び技術実証レベル向上に必

要な要素技術研究開発費用と、技術参照機体とし

ての超音速旅客機を対象とした要素技術の適用・

評価システム設計検討費用、及び技術実証機概念

検討と飛行実証を含む技術実証計画立案費用があ

り、特に技術実証機概念検討にはメーカーの検討

費用等が必要となる。 

このため、費用構造については、本研究開発の

恩恵を受ける産業界などの共同研究相手先もリソ

ースを負担してもらう体制をとることを原則と

し、また、費用対効果向上方策については、産官

学の強みを生かした体制を構築することとしてい

るが、それらの体制については、外部リソースの
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導入に努めると共に費用に対する効果（成果）が

最大限得られるものとすべきである。 

 

【研究開発の手段やアプローチの妥当性】 

【計画・実施体制の妥当性】で示したとおり、

適切なタイミング・手法で技術レベルを向上させ

ることとしており、例えば NEXST や D-SEND で飛行

実証された TRL4 レベルである低抵抗／低ブーム

技術については、機体／推進系統合設計検討を通

してシステム統合度を向上することで TRL5 を目

指す。他の一例として、現状 TRL3 レベルである構

造軽量化技術や低速空力性能向上技術であれば、

複合材最適設計技術や高揚力装置最適設計を実機

設計に適用し、実証レベルを向上することにより

TRL4 レベルを目指すなど、適切に検討・判断を行

うこととしている。 

 

以上、本研究開発における計画・実施体制、費

用構造・費用対効果向上方策、研究開発手段・ア

プローチについては妥当であると判断する。 

 

（再評価） 

本研究開発においては、JAXA、メーカー、大学

等で構成された超音速ビジネスジェット機設計検

討チームにおいて技術的な役割で貢献するととも

に、平成 28年度から公募型研究を開始し民間との

導入に努めると共に費用に対する効果（成果）が

最大限得られるものとすべきである。 

 

【研究開発の手段やアプローチの妥当性】 

【計画・実施体制の妥当性】で示したとおり、

適切なタイミング・手法で技術レベルを向上させ

ることとしており、例えば NEXST や D-SEND で飛行

実証された TRL4 レベルである低抵抗／低ブーム

技術については、機体／推進系統合設計検討を通

してシステム統合度を向上することで TRL5 を目

指す。他の一例として、現状 TRL3 レベルである構

造軽量化技術や低速空力性能向上技術であれば、

複合材最適設計技術や高揚力装置最適設計を実機

設計に適用し、実証レベルを向上することにより

TRL4 レベルを目指すなど、適切に検討・判断を行

うこととしている。 

 

以上、本研究開発における計画・実施体制、費

用構造・費用対効果向上方策、研究開発手段・ア

プローチについては妥当であると判断する。 

 

（再評価） 

本研究開発においては、JAXA、メーカー、大学

等で構成された超音速ビジネスジェット機設計検

討チームにおいて技術的な役割で貢献するととも

に、平成 28年度から公募型研究を開始し民間との
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共同研究を実施するなど体制構築を進めること

で、適切な進捗状況のもと研究開発が進められて

いる。今後は研究開発の進捗に応じ、運航者等の

航空関連企業との積極的なコミュニケーションも

重要であると考えられる。 

 

国際基準策定に向けての活動については、

NASA、DLR、ONERA 等との共同研究により、研究リ

ソースの有効活用やお互いの知見の補完を図りつ

つ進められている。 

以上から、現時点では効率的に進められている

と判断する。 

共同研究を実施するなど体制構築を進めること

で、適切な進捗状況のもと研究開発が進められて

いる。今後は研究開発の進捗に応じ、運航者をは

じめとする航空関連機関に対する積極的な情報発

信及び意見聴取を行い、それを研究計画への反映

に努めることが重要であると考えられる。 

国際基準策定に向けての活動については、

NASA、DLR、ONERA 等との共同研究により、研究リ

ソースの有効活用やお互いの知見の補完を図りつ

つ進められている。 

以上から、現時点では効率的に進められている

と判断する。 

 

 

 

武市委員： 

海外企業の動向は前向きに捉えら

れるが、本邦の運航者が海外の企業

に出資したことは、単純に前向きに

捉えてはならず、出資先が JAXA や

国内メーカーで無かったことに対

する評価とその今後の研究方針へ

の反映を「本邦の運航者による出資

を得るためにはどのようにすべき

か検討するべき」という観点で説明

するべきではないか。JAXA は出資を

受けられないため、「本邦運航者の

出資が JAXA および国内メーカーに

向くように様々な取組をすべき」と

いう趣旨。その際、「コミュニケー

ション」という言葉は定義があいま

いであり手段に過ぎないので使用

しない方がよい。また「目的」を明

確に記述した方がよい。 

そのため、以下のとおり修正いただ

きたい。 

「今後は研究開発の進捗に応じ、運

航者をはじめとする航空関連企業

からの様々な支援を得るため、積極
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的な情報発信および意見聴取を行

い、それを研究計画への反映に努め

ることが重要であると考えられ

る。」＜第 57 回委員会まで＞ 

→ご指摘を踏まえ、修正いたしまし

た。 

（３）今後の研究開発の方向性 （３）今後の研究開発の方向性  

本課題は「継続」、「中止」、「方向転換」する（いず

れかに丸をつける）。 

理由：研究開発の進捗が順調であるとともに、

本研究開発が目指す超音速旅客機実現に向けた開

発機運は高まってきていると判断できること、

ICAOにおける基準策定状況から本課題が掲げる目

標が妥当であること、現時点で効率的に研究開発

が進められていることから、本課題の「継続」が

妥当であると判断する。 

 

 

本課題は「継続」、「中止」、「方向転換」する（いず

れかに丸をつける）。 

理由：現在、超音速機の開発は、低ブーム設計

技術を要しない海域上空のみ超音速飛行を行う機

体の実機開発と、低ブーム設計技術を要する陸域

上空での超音速飛行を行う機体の研究開発がそれ

ぞれ進んでいる。前者については、米国の複数社

が 2020 年代半ばの就航を目指して民間超音速機

の開発を進めており、運航者がこれに出資してい

る状況を踏まえると、海域上空のみの超音速飛行

であっても十分な移動時間短縮のニーズがあると

判断されたと考えられ、移動時間短縮の社会的要

求は引き続き高いと考えられる。そのため、陸域

上空も巡航速度で飛行可能とする低ソニックブー

ム設計技術を含む技術開発は更なる移動時間の短

縮につながることから社会的な価値が大きいと考

えられる。後者については、ソニックブームの国

際基準策定が引き続き ICAO で進められており、こ

れに係る技術開発を日米欧が公的資金を投じて進

 

 

武市委員： 

民間の開発する超音速機は低ブー

ム技術を用いていないので「本研究

開発が目指す超音速旅客機実現」と

は異なるのではないか。本研究開発

課題は「民間の開発する超音速機」

の「さらに次の超音速機」を目指し

ているのではないか。そのギャップ

を埋める説明が必要と考える。＜第

57 回委員会後＞ 

→ご指摘を踏まえ、３．（２）とも

整合するよう修正いたしました。 
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めているところ。そのため、本研究開発が目指す

超音速旅客機実現に向けた開発機運は引き続き高

いと判断できる。また、ICAO における基準策定状

況から本課題が掲げる目標が妥当であること、現

時点で効率的に研究開発が進められていることと

ともに研究開発の進捗が順調であることから、本

課題の「継続」が妥当であると判断する。 

（４） その他 （４） その他  

・引き続き、産学官が一体となって研究開発を進

められるよう、研究開発体制を不断に見直すべ

きである。 

・ICAO の基準策定の状況を踏まえ、経済性・環境

適合性に配慮しつつ研究開発に的確にフィー

ドバックすべきである。 

・海外の研究開発や事業化等の動向を注視し、効

果的な連携等を進めるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き、産学官が一体となって研究開発を進

められるよう、研究開発体制を不断に見直すべ

きである。 

・ICAO の基準策定の状況を踏まえ、経済性・環境

適合性に配慮しつつ研究開発に的確にフィー

ドバックすべきである。 

・海外の公的研究機関等による研究開発の動向を

注視し、効果的な連携等を進めるべきである。 

・JAXA の知財の国内企業を通じた活用の可能性に

も配慮しつつ、国内外の民間事業の成立性や発

展性、技術戦略等を注視すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武市委員： 

海外の公的機関による研究開発と、

民間による実機開発はターゲット

が異なり、それぞれ本研究開発課題

に対する影響がことなるので、二つ

の項目に分けて記述した方が良い

のではないか。 

特に民間の実機開発に関しては2年

後には大きく状況が変化している

可能性があるので、事業の成立性・

発展性、より長期的な戦略を十分調

査することが望ましいと考える。＜
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・民間研究機関や研究開発の進捗に応じ運航者等

の航空関連企業との積極的なコミュニケーシ

ョンを図るべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究開発の進捗に応じ運航者をはじめとする航

空関連機関に対する積極的な情報発信及び意

見聴取を行うべきであり、さらにそれを適宜研

究計画へ反映すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 57 回委員会後＞ 

→ご指摘を踏まえ、修正しました。 

 

武市委員： 

本邦の運航者が海外の企業に出資

したことは、単純に前向きに捉えて

はならず、JAXA や国内メーカーでな

かったことに対する評価と今後の

研究方針への反映を「本邦の運航者

による出資を得るためにはどのよ

うにすべきか検討するべき」という

観点で説明すべき。その際、「コミ

ュニケーション」という言葉は定義

があいまいであり手段に過ぎない

ので使用しない方が良い。また「目

的」を明確に記述した方がよい。 

そのため、以下のとおり修正いただ

きたい。 

「研究開発の進捗に応じ、運航者を

はじめとする航空関連企業からの

様々な支援を得るため、積極的な情

報発信および意見聴取を行うべき

であり、さらにそれを適宜研究計画

へ反映するべきである。」＜第 57 回

委員会後＞ 

→ご指摘を踏まえ、修正しました。 



25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各技術課題における技術目標に対し各年度の進

捗を踏まえ、適切なマイルストーンを設定すべ

きである。 

・過去のプロジェクト等で獲得したプロジェクト

管理に関する知見を本課題で更に洗練させ、将

来活用しやすい形として蓄積していくことも

考慮し進めるべきである。 

・毎年度の進捗に合わせ、企業などと連携しつつ

外部資金を導入する等、効果的にリソースを活

用して研究開発を進めるべきである。 

・事業終了後に向け、JAXA 外から十分なリソース

が確保できるような体制を構築するべきであ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各技術課題における技術目標に対し各年度の進

捗を踏まえ、適切なマイルストーンを設定すべ

きである。 

・過去のプロジェクト等で獲得したプロジェクト

管理に関する知見を本課題で更に洗練させ、将

来活用しやすい形として蓄積していくことも

考慮し進めるべきである。 

・毎年度の進捗に合わせ、企業などと連携しつつ

外部資金を導入する等、効果的にリソースを活

用して研究開発を進めるべきである。 

 事業終了後に向け、JAXA 外から十分なリソース

が確保できるような体制を構築するべきであ

 

武市委員： 

海外の民間ベンチャーが低ブーム

技術を持たない機体を開発してい

る理由にもよるが、本邦運航者の出

資が JAXA および国内メーカーに向

くように様々な取組をすべきであ

り、それらの開発に対して、JAXA

が低ブーム技術の知財の所有者と

して協力することも、低ブーム超音

速旅客機の実現までの近道として

選択肢になるのではないか。 

→ご指摘を踏まえ、修正いたしまし

た。 
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る。 る。 

 本研究成果が、国内企業を通じて高い自由度と

スピード感をもって具現化できるような、JAXA

組織外部における活動の可能性も検討すべきで

ある。 

 

武市委員： 

研究成果をより迅速に実機開発へ

とつなげるため、JAXA が優位性を持

つ技術の国内メーカへの移転や外

部資金の導入を容易にするような

（JAXA 外を含む）組織作りも検討で

きるのではないか。＜第 57 回委員

会後＞ 

→ご指摘を踏まえ、修正しました。 
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